
―　45　―

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
　　会計方針
　　　　「公益法人会計基準」（平成20年12月１日　内閣府公益認定等委員会）を採用して

いる。
敢　固定資産の減価償却の方法
　　建　　　　物　…　法人税法に規定する定額法による。
　　什 器 備 品　…　法人税法に規定する定額法による。
　　無形固定資産　…　法人税法に規定する定額法による。
柑　引当金の計上基準

　　　　退職給付引当金　…　職員の退職給付に備えるために期末要支給額に相当する金額
を計上している。

　　　　修 繕 引 当 金　…　将来の大規模修繕等に備えて計上している。
桓　消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税込方式による。
棺　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　先入先出法による原価法によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高科　　　　　目

97,680,626
133,014,365

0
133,014,365

0
133,014,365

97,680,626
133,014,365

基本財産
　土　　　　　　地
　基本財産積立預金

230,694,991133,014,365133,014,365230,694,991小　　　　　計

26,000,000
13,647,787

26,000,000
0

26,000,000
2,162,162

26,000,000
11,485,625

特定資産
　建物補修積立預金
　退職給付積立資産

39,647,78726,000,00028,162,16237,485,625小　　　　　計

270,342,778159,014,365161,176,527268,180,616合　　　　　計
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３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
（うち負債に対応
する額）　　　　

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち指定正味財
産からの充当額）当期末残高科　　　　　目

（0）
（0）

（97,680,626）
（133,014,365）

（0）
（0）

97,680,626 
133,014,365 

基本財産
　土　　　　　　地
　基本財産積立預金

（0）（230,694,991）（0）230,694,991 小　　　　　計

（26,000,000） 
（13,647,787）

（0）
（0）

（0）
（0）

26,000,000 
13,647,787

特定資産
　建物補修積立預金
　退職給付積立資産

（39,647,787）（0）（0）39,647,787小　　　　　計

（39,647,787）（230,694,991）（0）270,342,778合　　　　　計

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
貸借対照表上
の記載区分当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高交付者補助金等の名称

0277,840277,840－全宅連他
助成金
　全宅連旅費助成金他

0277,840277,840－合　　　　　計

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

当 期 末 残 高減価償却累計額取　得　価　額科　　　　　目

20,128,969
12

97,680,626
17,500,000

0
322,902

45,212,015
4,775,658

－
－

1,323,000 
－

65,340,984
4,775,670
97,680,626
17,500,000
1,323,000
322,902

建物
什器備品
土地（基本財産）
土地（その他）
無形固定資産
電話加入権

135,632,509 51,310,673186,943,182合　　　　　計


